
健康経営を通じて社員一人ひとりが主体的に
健康づくりに取り組むことをめざし、2030年に
向けた健康経営の目標値を右記のように定め、
健康リスクと相関の高い生活習慣の改善をめざ
した施策について重点的に取り組んでいます。
「社員が自ら健康維持・増進につとめる（自己保健
義務）」と「社員が心身ともに健康かつ安全に働ける
ための配慮をする（安全配慮義務）」の両輪で
健康活動を推進しています。

健康経営

生活習慣病の予防

健康・安全は全ての事業活動の基盤です。健康・安全第一の考えのもと、社員一人ひとりが安心して働き、将来にわたり心身と
もに健康で活力に満ち溢れ、笑顔で働き続けることができるよう、全社一丸となって安全衛生活動に取り組んでいます。

戦略推進のための取り組み People

人が活きる
未来が輝く

DE&Iの推進

次世代の
成長コア

事業戦略の実現

挑戦・成長・活躍機会のさらなる拡大

変革をリードする人財の育成

健康経営の推進

重点取り組み

健康経営の推進

主要施策

• 社内健診充実

変革をリードする人財の育成

• 原理原則に基づく人づくり
• 選抜型研修
• マネジメント力の強化
• 品質・IT/DX人財の育成

挑戦・成長・活躍機会のさらなる拡大

• キャリア自律支援
• 報酬評価制度
• 再雇用上限年齢の撤廃
• 育児・介護・治療支援拡大
• タレントマネジメント

定期健康診断の結果を社員一人ひとりが確認し、自ら進んで健康管理ができるよう
健康診断結果に基づく管理基準を定めています。
安全配慮が必要な方（レッド・イエローゾーン該当）については、該当者全員に産業医・
産業保健スタッフによる個別指導を行っています。検査結果だけでなく生活習慣の
改善を促し、生活習慣病の発生予防をめざしています。

ハイリスクアプローチ

毎年実施している「ウォーキングイベント」は、スマホアプリを活用して職場単位の
チーム編成で歩数を競い合い、歩く習慣づくりを会社全体で楽しくサポートする
イベントです。2025年度は、各工場主体で休日にウォーキング大会を実施し、ご家族も
一緒に健康を意識しながらリフレッシュする機会になりました。当社はさまざまな
健康イベントを通じて、社員の健康的な生活習慣の継続をサポートし、全員活躍
での生産性向上をめざします。

ポピュレーションアプローチ

健康経営の推進健康・安全を基盤とした全員活躍

当社は、中期経営計画「TRV2030」において、成長戦略を確実
に実現していくための基盤として「挑戦と変革を実現する人的
資本経営の推進」を掲げています。経営環境の不確実性が高まる
中、企業価値を持続的に高めていくためには、社員一人ひとり
が主体的に挑戦し、新たな価値を生み出し続けることが不可欠
です。私は、人的資本こそが当社の競争力の源泉であり、最も重要
な経営資源であると考えています。
こうした考えのもと、当社では「健康経営の推進」「変革をリード
する人財の育成」「挑戦・成長・活躍機会の拡大」という3つの重点
領域を中心に人的資本経営を進めています。これらの取り組みを
通じて、東海理化ならではの次世代製品・新事業を創出できる
人財を育て、挑戦と変革を後押しする組織づくりを進めていきます。

社員の健康は、企業活動の根幹を支える重要な基盤です。心身
ともに健康であるからこそ、良い仕事が生まれ、挑戦への意欲も
高まります。当社では、社員が将来にわたり活力をもって働き続
けられるよう、全社一体となって健康経営を推進しています。
2030年に向けた健康経営の目標値を設定し、生活習慣の改善
など健康リスクの低減に重点的に取り組んでいます。また、健康
方針に基づき、社員自身の主体的な健康維持と、会社としての
安全配慮の両面から活動を進めています。定期健康診断の結果
を活用したフォローや、有識者による講演会の開催などを通じ、
健康を重視する風土の醸成にも力を入れています。

当社の未来を切り拓くのは、変革をリードできる人財です。
私は、次世代を担う人財への投資を、企業価値向上に直結する
最も重要な経営判断の一つと捉えています。
2025年度から開始した「経営人財育成プログラム」では、TPS
の実践を通じた経営改革の体感や、修羅場経験を通じた実践力

の強化など、役割に応じた育成を進めています。また、ライン長
（マネジャー層）向けのマネジメント力強化研修を通じ、社員の
挑戦を引き出す組織づくりを推進し、人的資本投資の成果を現場
レベルで最大化していきます。

社員一人ひとりが挑戦し、成長し、活躍し続けられる環境づくりは、
当社の持続的成長に欠かせません。私は、社員が自らのキャリア
を主体的に描き、多様な働き方を選択できる組織こそが、変化
に強い企業であると考えています。
人財育成では、定期面談や階層別・職能別教育を通じて「活躍・
成長のサイクル」を強化し、リスキル機会の拡充にも取り組んで
います。キャリア自律支援としては、異動希望制度やFA制度、副業
制度などを整備し、多様なキャリア形成を後押ししています。また、
年次有給休暇の有効期限延長など、柔軟な働き方を支える制度
拡充も進めています。
さらに、ダイバーシティ＆インクルージョンを経営基盤の柱と
位置付け、多様な価値観を尊重し、それぞれの強みを活かせる
組織風土の醸成に取り組んでいます。特別支援学校や特例子会社
との連携を通じた障がい理解の促進など、誰もが活躍できる
環境づくりにも継続して取り組んでいます。

人財戦略は、この人的資本経営を具体化する実行戦略として、
事業戦略・経営戦略と整合を図りながら推進しています。
人財戦略は、「健康・安全を基盤とした全員活躍」「成長戦略を
支える人財基盤の強化」「挑戦と成長を引き出すしくみ・風土
づくり」の3つを柱として構成しており、各取り組みについてKPIを
設定し、進捗を定期的にモニタリングしています。これらの取り
組みを通じ、社員とともに持続的な企業価値向上を実現して
いきます。

人的資本経営に関する基本的な考え方

① 健康経営の推進（全員活躍を支える基盤づくり）

③ 挑戦・成長・活躍機会のさらなる拡大

人財戦略に関する基本方針

② 変革をリードする人財の育成
　（将来価値を創出する人財への投資）

イエローゾーン（就業制限保留）

項目名 基準値 単位

収縮期血圧 160-179 mmHg
拡張期血圧 100-109 mmHg
心電図 再検査/精密検査/治療
血糖HbA1c 8.4-9.9 ％

血色素（Hb） 8-10未満 g/dl
LDL 200以上 mg/dl
胸部X線 再検査/精密検査/治療

循環器

血糖

貧血

脂質

呼吸器

※レッドゾーンの数値は厚生労働科学研究成果報告書「健康診断の有所
見者に対して、健康管理を行うことを目的としたコンセンサス調査」に
基づき決定

レッドゾーン（要就業制限）

項目名 基準値

収縮期血圧 180以上 mmHg
拡張期血圧 110以上 mmHg
HbA1c 10以上 ％

血色素（Hb） 8以下 g/dl
AST/ALT 200以上 U/l
クレアチニン 2.0以上 mg/dl

循環器

血糖

貧血

肝機能

腎機能

単位

人的資本経営の推進

佐々木 澄和

挑戦と変革を実現する人的資本経営の推進

コーポレート本部長
ダイバーシティ推進部担当
執行役員

健康習慣アンケート
合計点（平均）

健康行動変容指標

健康経営目標指標

疾病による
休務発生率の減少1

心身不調による
生産性低下の減少2

有所見者率
の減少

2025年度実績

2025度実績

3.4点

休務発生率
3.6％

プレゼンティーイズム
22.8％

有所見者率
42.3％

2026年度目標

2026年度目標

3.5点

休務発生率
2.8％

プレゼンティーイズム
16.9％

有所見者率
37.4％

2030年度ビジョン

2030年度ビジョン

4.0点

休務発生率
2％

プレゼンティーイズム
12.4％

有所見者率
35％3

（年度）2024

63名63名

2025

51名51名

レッドゾーン該当者推移

20%減

（年度）2024

571名571名

2025

373名373名

イエローゾーン該当者推移

35%減

健康の取り組み

東海理化の価値観 長期戦略 実行戦略 ガバナンス 成果と重要な成果指標（KPI）
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当社の健康経営の取り組みが評価され、
2020年より7年連続で「健康経営優良法
人ホワイト500」に認定されています。

健康経営優良法人ホワイト500
に認定

年代別に発生リスクの高い、幅広い疾病の早期発見を目的に、2025年度より健康診断制度を拡充しました。健康診断は受けることが目的で
はなく、現在の健康状態を把握し、必要な改善点を見つけるための重要な機会であると考え、節目健診受診後の社員に対する個別指導も実施
しています。
実際に節目健診を受診した社員からは、以下のような声があり、疾病の早期発見だけでなく社員の主体的な健康管理に役立てられています。

健康診断の拡充

戦略推進のための取り組み People

人的資本経営の推進

人間ドックを初めて受けたので、家族が一緒に結果を見てくれて、
家族も一緒に人間ドックを受けるようになった。節目健診という
言葉で健康意識も高まった。

節目人間ドック受診／30代男性社員

症状がないと脳の検査は受ける機会がなかったが、経過観察が
必要と分かり、非常に有難かった。

脳血管検査受診／50代女性

早期のがんが見つかったが、治療先の主治医から「かなり早い
段階で見つかったので治療期間も最短です」と説明された。
会社の健診のおかげです、ありがとうございます。

節目人間ドック受診／40代男性社員

変革をリードする人財の育成成長戦略を支える人財基盤の強化

将来の経営を担う人財の計画的な育成を目的に、選抜型の「経営
人財育成プログラム」を推進しています。2026年度は、次世代
幹部職候補および次世代リーダー候補を対象に、経営人財として
求められる視座・思考・行動の習得に加え、自らの役割認識と
成長課題の明確化を実施します。研修では、経営マインドの醸成や
戦略思考の習得に加え、実務と連動した課題設定および振り
返りを組み合わせ、学びを現場での行動変容へとつなげるしくみ
を強化しています。さらに、育成責任者を巻き込んだ個別育成と
継続的なフォローにより、候補者一人ひとりの成長を加速させ、
経営人財プールの強化につなげています。

選抜人財の育成

ライン長（マネジャー層）を対象に、組織成果と人財育成を両立
するマネジメント力の強化を目的とした研修を実施しています。
2026年度の研修では、自部署の課題を題材とした実践的な
演習と現場での実行・振り返りサイクルを組み合わせ、日常業務の
中でマネジメント行動を定着させるしくみを強化しています。これ
により、メンバーの成長を通じた組織力の向上を促進しています。

ライン長研修

グローバルに活躍できる人財の育成に向け、若手社員を対象とした海外トレーニー制度を実施しています。海外派遣そのものを目的とせず、現地
での実務経験を通じた主体的な課題解決や、異文化環境における行動力の発揮を重視しています。派遣前後の研修や振り返りを通じて学びを
定着させるとともに、現地での経験を自部門へ還元するしくみを強化しています。これにより、語学力や異文化理解に加え、グローバルな視点で
課題を捉え実行できる人財の育成を推進しています。

海外トレーニー制度

DX推進に必要な人財を、全社員のデジタルリテラシー層から部門で改善を担う
人財、全社変革をリードする人財まで定義し、役割に応じた人財育成を推進
しています。デジタル活用力の向上に向け、階層別教育を実施するとともに、情報
システム部が中心となり、業務効率化アプリ開発やデジタル技術活用に関する
教育機会の充実を図っています。今後は、育成ロードマップの整備や育成施策の
高度化を進め、全社的なデジタル活用の底上げとDXを牽引する中核人財の育成を
通じて、持続的な企業変革を支える人財基盤の強化に取り組んでいきます。

ITリテラシー教育、デジタルツール、階層別教育

事技系TPS活動では、2025年に「まずはやってみる」を
合言葉に、41部署が主体的に改善活動へ取り組みました。
全体を7グループに編成し、定期的な進捗共有を通じて
知見の横展開と相互啓発を推進。12月には各グループ
代表8部署による合同発表会を開催し、成果を全社へ
共有しました。これらの取り組みを通じて、TPSの考え方
と実践が各部へ着実に浸透しました。

事技系TPS
人財基盤のさらなる強化に向けて、従来の採用活動に加え、グローバル人財の採用
およびアルムナイ採用の取り組みを開始しました。グローバル人財採用では、専門
性の高い海外人財の採用を進めることで、多様な知見や文化を組織に取り込み、
グローバル市場での競争力向上をめざしています。
また、アルムナイ採用については、当社で培った経験や価値観をもつ退職者との継続的
なつながりを構築し、再び活躍いただく機会を広げています。即戦力人財の確保に加え、
社外で得た知見や経験を組織へ還元することで、組織の活性化にもつなげていきます。

人財採用強化

※AMR（Autonomous Mobile Robot）：工場や物流倉庫内を自律走行し、部品や製品を運搬するロボット

目標 2025年度実績

ITリテラシー教育

市民開発者

生成AI

全社員受講

500名育成

全社活用率：80％以上

100％受講

512名育成

72.2%

部内の業務課題にITツールを使って
改善でき、またそのスキルを部内へ
推進することができる

アプリの機能を理解し、業務場面に
応じてアプリを使いこなすことができる

一般利用者

部内推進者
各部2名
以上

全社員

活用実践

市民開発者対象者

開発支援
Power Platform
システム開発手法

AI

生成AI 活用実績

生成AI基礎

Teams便利
Teams基礎
ルール・マナー

MS365

ITリテラシー

： 応用教育： 基礎教育

STEP
UP!

経営人財育成プログラム全体像

センター長
本部長

幹部職

幹部職

（上級）基幹職

基幹職

部長
拠点長

室長・課長
主幹

GM・
係長・
主任

基幹職
主任職

ポスト 役割資格

次世代経営幹部候補

次世代幹部職候補

次世代リーダー候補

部長・拠点長のサクセッションプラン

将来のハイポテンシャル人財の発掘・育成

センター長・本部長のサクセッションプラン

選抜

選抜

選抜

東海理化
安全衛生基本方針

社員の安全を保持し、年齢や性別に関係なく誰もが活躍できる職場環境をめざしていくことを基本に安全活動を推進し、安全で安心な職場
づくりに取り組んでいます。『労働災害ゼロ』をめざし、安全衛生基本方針のもと、継続的な取り組みを実施しています。 

安心して働ける職場づくり 

1.安全は全てに優先します
2.ルールを守ることは安全の基本です
3. 健康は自分で守るべき宝物です
4.「災害ゼロ」は私たちの願いです

安全道場を新入社員教育および全社員を対象とした年
1回の教育として実施しています。危険を正しく認識し、
労働災害を未然に防ぐため、体験型・実践型の学びを
通じて、一人ひとりが安全を自分事として捉え、自ら安全
行動を実践できる人財の育成に取り組んでいます。

生産現場では、年齢や性別、身体能力にかかわらず誰もが働きやすい「人にやさしい生産ライン」の
構築をめざしています。エルゴノミクス評価を活用して作業負荷を数値化し、改善効果を見える化
することで、継続的な職場改善に取り組んでいます。また、作業者の負担をいかに軽減できるかを
重視し、「からくり」機構を取り入れた改善活動を推進しています。こうした取り組みを通じて、安全
で効率的な作業環境を実現するとともに、誰もが安心して働ける職場づくりをめざしています。

安全行動を実践できる人財の育成 人にやさしい生産ラインづくり

エアーの力でラクラク腰痛対策！ 金型からくり洗浄 AMR※による自動運搬

安全の取り組み

東海理化の価値観 長期戦略 実行戦略 ガバナンス 成果と重要な成果指標（KPI）
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当社では、社員一人ひとりが自律的に挑戦し、成長し続けることが、企業価値向上につながるとの考えのもと、人財育成および
キャリア自律支援に積極的に投資しています。

社員一人ひとりが能力を最大限発揮できるよう、職場の上司と部下による
年3回の定期面談や、階層別教育・職能別教育・職場別教育からなる各種
教育の実施を通じて、「活躍・成長のサイクル」を回します。階層別教育に
おいては、上位の役割資格に相当するマインド・スタンス・スキルを身に付ける
ための「準備研修」を実施し、昇格後のスムーズな役割発揮をめざしてい
ます。また、在籍する社員に対し、リスキルの機会を提供しています。具体
的には、市場ニーズに合わせ、ソフト化に対応するスキルを習得することで、
活躍の場を拡大し、本人と会社の成長を実現していきます。それに伴い、
東海理化学園の教育カリキュラムもソフト重視へ転換を図っています。

人財育成への取り組み

当社では、キャリア自律支援の目的を、「社員の経験やスキル・個を活かし個人の成長（＝会社の成長）を促進すること」とし、社員の
キャリア自律に向けたさまざまな取り組みを行っています。

キャリア自律支援の取り組み

社員一人ひとりのキャリア自律を支援することを
目的に、育成計画の策定および上司との対話
を基本方針とし、3年連続で異動希望を提出した
社員に対して職場が計画的に対応する制度を
導入しています。2025年度は165名が希望を
提出し、42名の異動計画を策定、そのうち、30名
の異動を実現しました。2026年度は149名が
3年連続の異動希望となっており、一人ひとりの
異動・育成計画を確認するとともに、上司との
対話の促進を通じて、キャリアの方向性に
ついて深い理解と合意形成が図られるよう働き
かけを行っています。

3年連続異動を希望している社員の異動・育成計画

役割の付与・
目標の設定

評価・
フィードバック

役割を果たす・
業務遂行

活躍・成長

2025年度 異動希望／異動・育成計画

2023～2025年度
連続異動希望者

2025年度に異動と策定

2026年度・2027年度に異動と策定

異動以外の育成計画

42名内30名異動

46名

　　　　　　   77名

88名
（2025～2027年度
異動計画策定）

165名

2026年度 異動希望／異動・育成計画

2024～2026年度
連続異動希望者 2026年度10月末までに

各部で策定

2026年度に異動と策定

2027年度・2028年度に異動と策定

異動以外の育成計画
149名

活躍・成長の
サイクル

ど
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 キャリアプラン（キャリア形成のための具体的な行動計画）が明確か
（例：人に関わる業務に興味がある） （例：採用業務を担当したい）

高

高低

部
署
を
超
え
た
活
躍

キャリアプランの解像度

FA制度

新しい業務、役割付与/
キャリアデザイン明確化など

自部署での育成

新しい業務、役割付与など

社内公募

育成計画立案・本人へのフィードバック

3年連続異動希望者

戦略推進のための取り組み People

人的資本経営の推進

挑戦・成長・活躍機会の拡大挑戦と成長を引き出すしくみ・風土づくり

社員の主体的なキャリア形成を支援するため、社内公募制度およびFA制度の運用を推進しています。両制度を通じて、社員が自らの意思で新たな
業務や役割に挑戦できる機会を提供し、適材適所の実現と組織の活性化を図っています。社内公募制度については、2024年度の対象者拡大
以降、累計61名の異動が成立しており、制度を通じた自律的なキャリア選択が着実に進展しています。また、2025年度に導入したFA制度においても、
運用開始後に累計24名の異動が成立しており、社員の挑戦機会の創出と組織内の人財流動化の促進につながっています。今後も制度の認知向上
および活用促進に取り組み、社員一人ひとりのキャリアビジョンの実現を後押ししていきます。

社内公募・FA制度の定着と活用拡大

新卒・キャリア採用の区別なく新たな仲間を迎える「TR Welcome Day」を開催し、東海理化らしさや価値観への理解、一体感の醸成を図っています。
そのうえで、キャリア入社者の早期活躍を実現するため、教育体系の抜本的な見直しを進めています。スキル習得に加え、企業文化の理解までを
含めた育成モデルへと転換を図っています。
会社の歴史やTRV2030、東海理化イズムなどを通じた価値観の浸透に加え、TPS教育や工場見学を通じた現場理解、BtoBビジネスへの認識
強化を体系的に実施しています。また、東海理化におけるDXの考え方を理解して、率先してDX推進の役割を担う人財を育成しています。
これにより、多様な人財が早期に組織へ適応し、その強みを発揮できる環境を整備しています。

キャリア入社者の早期活躍を支えるオンボーディングの強化 

東海理化は、地域社会への貢献と次世代を担う子どもたちの育成を目的とした活動を推進しています。
その一環として、3歳から9歳の子どもを対象としたランバイクイベントに協賛しています。毎年4月には、本社社員駐車場を会場として提供し、全国
の地方予選を勝ち抜いた選手たちが大口町に集う全国決勝大会が開催されています。地域の皆さまとの交流を深めるとともに、子どもたちが挑戦
する喜びや達成感を育む機会の創出に貢献しています。
また、社員の子どもたちを対象とした「モノづくり教室」を、本社・本社工場（大口町）、音羽・萩工場（豊川市）、豊田工場（豊田市）で開催しています。実際
にモノづくりを体験し、その楽しさや魅力に触れてもらうことで、将来の日本のモノづくりを支える人財へと成長してくれることを期待しています。
今後も地域社会とのつながりを大切にしながら、子どもたちの健やかな成長と学びを支援する活動を継続していきます。

未来を担う子どもたちの成長を支援する取り組み

賞与の一部を月例賃金へ移行し、毎月の収入の安定化と生活設計のしやすさを向上させるとともに、賞与における評価反映を強化し、成果に応じた
メリハリのある処遇を実現しています。また、子育て・介護・障がいのあるご家族を支える社員への手当の拡充など、仕事と生活の両立を支援する
制度を充実させることで、多様な人財が安心して能力を発揮できる環境づくりを推進しています。さらに、株式報酬制度の導入により、中長期的な
企業価値向上への意識を高め、一人ひとりの挑戦と成長を促進しています。これらの取り組みを通じて、社員エンゲージメントの向上と持続的な
価値創出の実現をめざしています。

社員の成長と活躍を支える人への投資

TPS原理原則および考動宣言を「知識」としてではなく「自分事」として腹落ちさせる
ことを目的に、定期入社2～3年目社員およびキャリア入社者を対象に、社長講話
および座談会を実施しました。入社後一定期間を経て、現場・業務への理解が進んだ
タイミングで、社長自らの言葉により、その背景や本質、事業における意味合い、
社員に求められる行動について直接伝える機会としています。講話に加え、座談会
形式での対話を実施することで、一方的な理解に留まらず、参加者自身が「自分は
どう考え、どう行動するか」を言語化する場を設けています。これにより、TPSや
東海理化の考え方を日々の業務に結び付ける行動変容を促進しています。

社長講話（入社2年目、3年目、キャリア入社向け）

東海理化の価値観 長期戦略 実行戦略 ガバナンス 成果と重要な成果指標（KPI）
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多様な価値観がごく自然に共存し、イノベーションを起こし続け
られる組織を実現していくためには、社員本人のみならず、それを
取り巻く環境や企業風土そのものを変えていく必要があります。
そういった風土改革の一環として、2025年度から、マネジメント
層を対象とした研修を実施。
一人ひとりのメンバーのもつ個性をどう活かしながらマネジメントし、
経営につなげていくのか、組織全体で考えていく風土を醸成して
いきます。

マネジメント層を対象としたダイバーシティマネジメント研修
では、企業がダイバーシティに取り組む目的や進めていくうえで
の留意点を再認識したうえで、参加者が自分自身のキャリアを振り
返りながら、実際の面談を想定したロールプレイを通じて、部下
のキャリア支援を考える機会を醸成しています。　

当社では、多様な価値観を受け入れ活かすためには、異なる企業文化
と接することが不可欠と考え、さまざまなイベントを開催しています。

異業種リーダー講演会
化粧品業界で多くの女性メンバーのマネジメントに携わった方や、
アスリートから転身された経営者の方による講演会を開催。
幅広い分野から有識者を招き講演をいただくことで、視野を広げ、
視座を高める活動を継続しています。

異業種交流会
家電、印刷、鉄道、航空機、住宅、事務用品など、業種を問わず、自動車
部品業界以外の企業と幅広く交流し、これまで接したことのない
人や情報に触れることで社員の発想を豊かにし、イノベーション

を起こせる組織風土をめざしています。異業種交流会は、女性
技術者、生産現場の若手リーダー、デザイン部門の開発者など、
さまざま職種で、都度、テーマを決めて開催しています。
また、障がい者サポートの一環として、特別支援学校や、特例子会社
などを訪問することで、障がいに対する理解を深める活動にも
力を入れています。

OB･OGインタビュー
すでに会社を退職されセカンド
ライフを送っている社外OB･OGの
皆さまに、現在の生活や働き方、
自身の人生観などについてのインタ
ビューを行い、現役社員が将来の
仕事への向き合い方をイメージしながら活躍し続けられるよう取り
組んでいます。

アスリート社員のインターンシップ
東海理化の社名を背負ってフィールドで戦うアスリート社員に
対して、引退後のさらなる活躍をめざして、営業、調達、生産管理
といった部門へのインターンシップを実施しています。

Mix upトーク
新分野の製品開発者から、新分野へ挑戦することのやりがいや、
製品化に向けて乗り越えてきた困難などについて、Q&Aも含め
話してもらうことで、既存製品・新分野の製品に携わる社員間の
相互理解を深めています。
 

キャリア入社・新卒入社社員との交流会
他社での業務経験がある社員と、新卒採用で入社し東海理化で
勤務している社員との交流会を開催。キャリア入社の社員からは
「外から見た東海理化」を、また新卒採用の社員からは「外からは
見えない東海理化」を、それぞれ語り合うことで刺激を受け、新しい
視点をもてるような機会を醸成しています。 

全員活躍に向けた風土改革

ダイバーシティマネジメント力の向上

外に学ぶ機会づくり

社員交流

ダイバーシティ 指標および目標

ダイバーシティ＆インクルージョンは、経営基盤を支える重要な
柱のひとつと捉え、多様な人財が活躍できる制度と組織風土の
醸成に取り組んでいます。

OBインタビュー記事 ※2027年度目標

ダイバーシティ
推進部長

木村 圭子

戦略推進のための取り組み People

人的資本経営の推進

当社では、戦略の実現に向けて、次の指標を用いて施策の推進を行っており、当該指標に関する目標および実績は、次の通りです。

東海理化グループは、人権尊重を企業活動における重要な責任と

位置付け、人権方針に基づく取り組みを推進しています。事業活動に

関わる全ての人々の人権を尊重し、人権侵害の防止・是正につとめる

とともに、人権デューデリジェンスを通じて人権リスクの把握と低減

に取り組んでいます。

2024年度より、当社および国内グループ会社を対象にセルフチェック
やヒアリングを実施し、人権侵害の有無だけでなく、潜在的な人権

リスクや現場が抱える課題の把握を進めています。また、第三者機関の

客観的な視点を取り入れながら、人権リスクの洗い出し、特定、評価

を行い、優先的に対応すべき重要課題の明確化を進めていきます。

人権に関する重要課題や人権デューデリジェンスの推進状況について

は、サステナビリティ委員会において確認を行い、人権リスクの評価

結果や対応方針、今後の施策について議論し、グループ全体で人権尊

重を推進するためのガバナンス強化を図っていきます。

また、人権課題を重要な経営課題の一つとして位置付け、人権啓発

活動やeラーニングの実施、相談窓口の周知などを通じて、人権リテ
ラシーの向上を図っていきます。さらに、管理職向け教育をはじめと

した階層別教育を展開し、一人ひとりが人権を自分事として捉え、

適切な判断と行動ができる組織づくりを推進していきます。

今後も人権リスクの特定・防止・モニタリング・是正のサイクルを継続的

に運用し、ステークホルダーとともに人権尊重の取り組みを深化

させていきます。

人権尊重の実践と人権デューデリジェンスの推進

人権デューデリジェンス

人権尊重に対するコミットメント

是正・救済

負の影響の防止

モニタリングの実施

人権への負の影響の
特定・評価

コーポレート本部主導

コーポレート本部主導

各部・各子会社

各部・各子会社

社内啓発による底上げ コーポレート本部主導

コーポレート本部および
各部・各子会社

情報開示

PDCA

1 2

4 3

領域

健康経営の推進

変革をリードする
人財の育成

挑戦・成長・活躍機会の
さらなる拡大

指標 定義

疾病における休務発生率

有所見者率

健康行動変容指標

マネジメント力強化研修受講率

海外トレーニー派遣者数

女性管理職比率

女性主任職比率

今の会社で働くことができて
本当に良かったと思う回答率

チャレンジングな目標設定が
できている回答率

ダイバーシティ推進に関わる
活動への参加率（累計）

心身不調による生産性低下
（プレゼンティーイズム率）

傷病休職者/在籍者

健診有所見者/受診者

健康習慣アンケート合計点

研修受講者/全ライン長

派遣人数の累積人数

全管理職に占める女性管理職の割合

全主任職に占める女性主任職の割合

社員サーベイ

上位資格レベルの目標設定を
している社員の割合

活動参加者/在籍者

会社定義に基づく測定

2.0%以下

12.4%以下

35%以下

4.0点以上

100%※

30名

80%以上

80%以上※

5.1%

8.5%

100%

2.8%以下

16.9%以下

37.4%以下

3.5点以上

68%

10名

75%以上

70%以上

2.8%

6.4%

60%

3.6%

22.8%

42.3%

3.4点

36.7%

5名

73%

52.4%

2.1%

5.7%

43%

2030年度
目標

2026年度
目標

2025年度
実績
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